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社会構造の変化と税制

施策①：地方への国内投資拡大

社会構造の変化

研究開発こそイノベーションとクリエイティビティ
の原点。日本の税制は「仮想経済」を支える先端技
術領域の研究開発を後押しできているか？

インターネット、スマートフォン、
クラウド、AIは全ての産業で用い
られる共通基盤となった。→実物
経済や金融経済が、仮想ネット
ワーク等からなる「仮想経済」の
上に成立する経済構造に。
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✓ AI関連などあらゆる産業の共通基盤となる技術領域に特化した税額控除率の引上げ

✓ 給付付き税額控除や繰越控除

✓ 専ら要件の撤廃

研究開発拠点と
しての魅力向上１

財務状況に依ら
ない税制適用２

非製造業の開発実態
を踏まえた要件化３

新経済連盟の研究開発税制に関する基本的な考え方

日本でイノベーションの好循環を生み出すため、国内外問
わず研究開発拠点として選ばれるためのインセンティブを
向上させるべき。

赤字企業にとっても研究開発は重要。財務状況に依らず研
究開発を継続できるよう、企業にとって中長期的な予見可
能性を高める制度改善が必要

情報産業は開発と運用が密接で「人」による区分けが困難
なうえ、企業規模を問わず人手不足。試験研究の業務を特
定し、従事した人件費を人・工（にんく）で抽出すること
等により試験研究費と認め、「専ら」要件を撤廃すべき。

【参考】（法人税）ソフトウェア投資の強化に向けた制度整備
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・研究開発拠点としての国際競争が激化する中、AI関連などあらゆる産業の共通基盤となる技術領域につ

いて税額控除率や控除上限を他国並み以上に引き上げていく必要。

・特にAIについては日本が強みを発揮するための集中支援を早急に実施すべき。AI開発を進める場合の試

験研究費の税額控除率引き上げや、AI人材確保に関する優遇施策などが挙げられる。

研究開発税制 ① 研究開発拠点としての魅力向上

【会員企業の声】
✓ 試験研究費の税額控除率を引き上げるべき（最大14％→50％等）
✓ AIスキルの習得やAIリテラシー向上を目的として支出する教育費用に関して税額控除してほしい
✓ 外国の若手人材をAI人材として確保するために来日させる場合、一定期間における給与の全額を税額控除してほしい

左図出所：IT人材需給に関
する調査（経済産業省委託
事業、みずほ情報総研、
2019年3月）

左図出所：研究開発税制の
あり方等に関する研究会第1

回事務局資料（p3両図、p5

右図も同じ）

←日本はAI人材
の流入  国別
シェアのトップ
10カ国に入らず、
Othersの内数に

←生産性向上※1

を考慮しても、
2030年には約12

万4000人のAI人
材※2 が不足

※1 生産性＋0.7％は
2010年代の情報通信産
業の労働生産性の伸び率
を用いて条件設定。
※2 AI研究者、AI開発者、
AI事業企画者

日本
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・財務状況が赤字であっても、研究開発がビジネスモデル上重要な企業は存在する。政府は企業の予見可能

性を高め、継続的で中長期的な研究開発を後押しすることが肝要。赤字でも税制適用を受けられるよう、繰

越税額控除と給付付き税額控除制度を創設するべき。

・OECDのBEPSの第二の柱に関するモデルルールによれば、4年以内に税金から控除ができない場合、現

金または現金同等物を還付するような制度設計（Refundable tax credit）が提案されている。米英仏韓

には繰越制度があるほか、英仏独では給付付き税額控除の制度あり。

研究開発税制 ② 財務状況に依らない税制適用

【会員企業の声】
✓ 研究開発フェーズにおいては多額投資により赤字ポジションとなることが想定され、その場合には税額控除の恩恵を受けることができない。
✓ 事業環境に左右されずに中長期かつ安定的に研究開発を進められる制度が必要。諸外国では、Refundable tax creditとして赤字であっても

還付を受けることができる制度が存在するため、日本も導入すべき。

出所：経済産業省 研究開発税制のあり方等に関する研究会 第1回事務局資
料

←OECDデータによると、主
要5カ国中日本だけ欠損法人の
研究開発費用に対する税制支
援の指標がマイナス。

※縦軸の数値は研究開発費一単位を相殺する
公的支援を指標化した値で、数値が高いほど
支援が手厚いことを示す。

企業規模別、利益・欠損法人別、企業の研究
開発費用に対する政府の税制支援規模（主要

５カ国）

出所：OECD R&D Tax Incentives 
database, 2024
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・DevOps（開発と運用の密な連携によるソフトウェア開発手法）という言葉に代表されるように、情報通

信産業では開発と運用が密接で境目があいまい。研究開発税制創設時から存在する専ら要件で当初想定され

ていた、製造業における独立した研究所内の研究開発と、情報通信産業の研究開発では実態が異なる。

・企業の大小を問わず現在は人手不足であり、大企業であっても、サービスとして成り立たせないといけな

いので、研究だけをしているわけにはいかない。「専ら」要件を撤廃しつつ、試験研究の業務を特定し、従

事した人件費を人・工（にんく）で抽出・区分計上すること等により試験研究費と認めるべき。

研究開発税制 ③ 非製造業の開発実態を踏まえた要件化

【会員企業の声】
✓ 専ら要件を撤廃すべき。AI特化人材であっても、サービスとして成り立たせないといけないので、研究だけでは済まない。データ整備のため

に必要な一連のプロセスを行う際に発生した費用は試験研究に含めて差し支えないとして、AIモデル等を開発する担当以外のデータアナリス
ト、エンジニアが行うデータマネジメント、エンジニアリング等のデータ収集、抽出、整備、探索的分析等の業務についても「所定のプロセ
ス」の一部と評価されるべき。

✓ サービス開発の際、既存ビッグデータを活用する場合も試験研究費の対象とする改正が令和５年にあったが、適用要件が曖昧であるため、税制
適用要件を明確化することに加え、具体的な税制適用事例や個別の照会対応などを実施していただきたい。

✓ 既存のリリースしているサービスに対する試験研究費だと応用研究となり、保守的な運用のため算入をあきらめてしまいがち。

試験研究費のうち、
人件費については、
「専門的知識を
もってその試験研
究の業務に専ら従
事する者に限る」

【「専ら」要件に該当する者】
①試験研究を専属業務とする者
（試験研究部門に属している者や
研究者としての肩書きを有する者
等）
②研究プロジェクトの全期間中従
事する者のほか、
③次の各事項のすべてを満たす者。

①試験研究のために組織されたプロジェクトチームに参加する者が、研究プロジェクトの全
期間にわたり研究プロジェクトの業務に従事するわけではないが、研究プロジェクト計画に
おける設計、試作、開発、評価、分析、データ収集等の業務（フェーズ）のうち、その者が
専門的知識をもって担当する業務（以下「担当業務」という。）に、当該担当業務が行われ
る期間、専属的に従事する場合であること。
②担当業務が試験研究のプロセスの中で欠かせないものであり、かつ、当該者の専門的知識
が当該担当業務に不可欠であること。
③その従事する実態が、おおむね研究プロジェクト計画に沿って行われるもので、従事期間
がトータルとして相当期間（おおむね1ヶ月（実働20日程度）以上）あること。この際、連続
した期間従事する場合のみでなく、担当業務の特殊性等から、当該者の担当業務が期間内に
間隔を置きながら行われる場合についても、当該担当業務が行われる時期において当該者が
専属的に従事しているときは、該当するものとし、それらの期間をトータルするものとする。
④当該者の担当業務への従事状況が明確に区分され、当該担当業務に係る人件費が適正に計
算されていること。出所：経済産業省「研究開発

税制の概要」

【現行の「専ら」要件の規定】
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・クラウド型ソフトウェアは自社利用、パッケージ型ソフトウェアは市場販売、という区分は不自然であり、

クラウド型であっても市場販売目的なら税法上そのように位置付けるべき。現状、クラウド型は「製品マス

ター」を「複写して販売する」ものではないので「自社利用目的のソフトウェア」の位置づけとなっている。

このため、市場販売目的の場合、「第三者から収益を得る目的で開発されたソフトウェア」と区分すべき。

【参考】（法人税）ソフトウェア投資の強化に向けた制度整備

【会員企業の声】
✓ 令和3年税制改正により自社利用ソフトウェアの制作に係る研究開発費の税額控除について緩和がされたが、市場販売目的のソフ

トウェアと比較すると、ソフトウェア量産化などの試験研究段階から開発へ移行する明確な基準がないため、税制適用が難しい。
✓ ソフトウェアの利用場面が拡大する中で、会計処理と税務処理の不一致による税務申告の実務対応工数の煩雑化が加速している。

税会一致にするか、全額損金処理としてほしい

左図出所：新経済連盟 

事務局資料

現
行

提
案
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【参考】新経済連盟2025年度税制改正提言（抄）①
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【参考】新経済連盟2025年度税制改正提言（抄）②
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【参考】新経済連盟2025年度税制改正提言（抄）③
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【参考】新経済連盟2025年度税制改正提言（抄）④
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【参考】新経済連盟2025年度税制改正提言（抄）⑤
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【参考】研究開発税制国際比較

（出典）経済産業省 研究開発税制のあり方等に関する研究会第1回事務局資料
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